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はじめに

排尿障害や排便障害などの排泄障
害は生活の質（QOL）の低下や社
会生活を制限させる大きな要因であ
る．排泄障害をもち何らかの治療や
対応を必要とする患者数は，人口の
高齢化や生活の質を重視する社会の
ニード，女性の社会進出に伴い確実
に増加している．本邦の人口統計に
よると，65歳以上の人口はますま

す増加すると予想され（図１）１），
さらに将来的な高齢者人口の増加も
見込まれており，これらの人口予測
は排泄障害を有し治療やケアを要す
る人口の確実な増加予測と言える．
本稿では，これらの排泄障害の有病
率やその特徴，排泄障害に関連する
医療経済や，2016年に保険収載と
なった“排尿自立指導料”に関連し
て排泄障害の今後の方向性について
言及する．

アルメディアは，オールケア（全人的ケ
ア）のための情報誌（メディア）として
名づけられました．

排泄障害の疫学

　排尿・排便障害双方に関する統計
学的な報告は少ない．日常臨床にお
いては，排尿障害を治療する場合で
も排便障害を，排便障害を治療する
場合でも排尿障害を合併しているこ
とが少なくない．

排尿障害に関する本邦の報告では，
Hommaらが独自の質問票を用いた
結果を報告しており２），昼間排尿８
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図１ 65歳以上の人口の推移と予測
（厚生統計協会編　国民衛生の動向2007より）
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回以上の人は50％，夜間排尿１回
以上の人は69％である．過活動膀
胱（OAB）に関しては，40歳以上
の 人 の12.4％，全 国 で810万 人 が
OABを有すると推定されている．
切迫性尿失禁を伴うのは，その半数
であると報告されている３）．しかし
ながらOABを有しながら病院を受
診する率は23％と受診率は低く，
男女別受診率は女性（８％）より男
性（36％）が高い３）．

排便障害は大きく，便秘や下痢と
便失禁に分けられる．本邦では，便
秘の患者の多くは自分で下剤を購買
して服用していることが多く，疫学
的な数字として表れにくい．厚生労
働省の国民生活基礎調査では，男性
の便秘の頻度は２％，女性では５％
と女性に多く，女性では高齢になる
に従い頻度は高くなる１）．下痢の頻
度は男女とも２％弱であり，年齢に
よる頻度の変化はない１）．便失禁の
有病率は0.7～56％と幅があるが，
nursing homeの高齢者の集計を除く
と0.7～11％である．男女差はない
とする報告もあるが，女性の有病率
が圧倒的に高いとする報告が多い４，５）．
本邦では，約500万人の便失禁患者
がいるとされ，受診している数は増
加しつつあるが，いまだ少ないのが
現状である．

排泄障害の医療経済

　排泄障害に対する医療資源として
は，“人と物”がある．排泄障害の
治療やケアを行う“人”に関しては，
医療・福祉関係者の費用とともに一
般家庭で行われるケアなども含まれ
るが，これらの費用に関しては明ら
かな統計がない．

排尿障害では，種々の治療薬やお

むつ，導尿カテーテルなどが“物”
として使用されている．さらに種々
の手術も施行されている．排便障害
に関しては，薬剤とともに手術的治
療も行われるが頻度はけっして多く
はない．排泄障害全体としてのケア
では，種々のタイプのおむつが使用
されることが多く，その費用は年々
増加している（図26））．

近年本邦での大腸癌の頻度が増加
し，女性の癌で１位，男性でも３位
であり，最も多い直腸癌術後の排便
障害や術後のストーマケアに必要な

費用は“物”としての資源となる．
厚生統計協会によるストーマ装具の
交付金額推移でも，交付金額は年々
上昇している（図31））．

これらと関連して，排泄障害のケ
アにかかわる“人”の資源が重要で
あり欠かすことができない．近年，
病院完結型医療から地域完結型医療
へと医療形態が変化しつつあり，こ
れらに関係する人のチーム医療にお
ける重要性がますます増してきてい
る．
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図２ 大人用紙おむつの市場規模推移 ─メーカー出荷金額ベース
（矢野経済研究所．04-05年版　医療・衛生用品の市場実態と製品別需要動向より）
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図３ 身体障害者　ストーマ補装具交付金額推移
（厚生統計協会編　国民衛生の動向2007より）
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排尿自立指導料を基軸に
したチーム医療

　2016年に新設された“排尿自立指
導料”は，地域完結型の医療形態を
進める一つの方向性を示す事項であ
ろう．前述した“物”に依存したケア
から，チーム医療を行うことで“物”
に頼らない自立した排尿を行い，尿
路系の機能障害をより減少させる試
みである．排尿管理だけではなく，
排便障害にも同様の取り組みがなさ
れ，人としての尊厳を尊重したより
良い排泄管理がなされることが望ま
しい．そのためには“目に見えない”
排泄障害の患者が，医療の現場を受

診することが必要である．

おわりに

　排泄障害はQOLに大きく関連し，
生産年齢にも好発するため，有病者
を社会復帰させることが重要である．
さらに高齢社会となっている本邦で
は，医療・福祉の大きな課題であり，
医療経済も考慮した対応がこれから
ますます必要になると考えられる．
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